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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第91期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第92期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第91期

会計期間
自  平成21年３月１日 自  平成22年３月１日 自  平成21年３月１日
至  平成21年５月31日 至  平成22年５月31日 至  平成22年２月28日

売上高 (百万円) 10,688 9,405 41,658

経常損失（△） (百万円) △87 △3 △619

四半期(当期)
純損失（△）

(百万円) △308 △795 △637

純資産額 (百万円) 18,192 17,096 17,905

総資産額 (百万円) 58,364 55,762 57,044

１株当たり純資産額 (円) 323.86 304.42 318.81

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △5.49 △14.16 △11.34

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 31.2 30.7 31.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 249 231 805

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,511 16 △5,444

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,498 △570 4,727

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,180 1,710 2,032

従業員数 (名) 615 518 514

(注)  １.当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

      ２.売上高には消費税及び地方消費税は含んでおりません。

      ３.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり四半

期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 　 平成22年５月31日現在

　 従業員数(名) 518（464）

(注)  1. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、当第１四半期連結会計期間の平均人

    数を外数で記載しております。

2. 当社は、早期退職者を募集したことにより、平成22年７月31日付けで従業員数が120名減少

   する予定であります。

(2) 提出会社の状況

　 　 平成22年５月31日現在

　 従業員数(名) 342（182）

(注)  1. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、当第１四半期会計期間の平均人数を

    外数で記載しております。

2. 当社は、早期退職者を募集したことにより、平成22年７月31日付けで従業員数が120名減少

   する予定であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産及び受注の状況

当社及び当社の関係会社においては、百貨店業、不動産賃貸業、運送業及びその他の事業を行っており、

生産及び受注については該当事項はありません。

(2) 販売の状況

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

百貨店業 8,568 90.1

不動産賃貸業 537 90.6

運送業 299 120.1

その他の事業 ─ ─

合計 9,405 88.0

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  当第１四半期連結会計期間からその他の事業の内容が、前払式特定取引業（友の会事業）のみとなり

ました。これは、その他の事業に含めておりました飲食業の連結子会社を、株式売却により前連結会計

年度末において連結の範囲から除外したことによるものであります。

なお、当第１四半期連結会計期間はセグメント間の内部売上高のみでしたので、その他の事業の販売

高及び前年同四半期比を記載しておりません。

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

（1）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加や経済対策の効果などにより、一部には持

ち直しの兆しが見られましたものの、株価の低迷やデフレの影響などもあり、企業業績・個人消費は未だ本

格的な回復には至らず、景気は引き続き力強さに欠ける状況下で推移いたしました。
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当社グループの主たる事業分野であります百貨店業界におきましても、業種・業態を超えた競合の激化

に加えて、厳しい雇用情勢や所得環境への不安を背景に消費マインドの冷え込みや消費者の節約志向の高

まりが見られ、高額品のほか主力商品である衣料品の不振が続くなど、低調な商況に終始いたしました。

こうした状況下、当第１四半期連結会計期間の当社グループの売上高は、94億５百万円（前年同四半期比

88.0%）となり、利益面につきましては徹底した経費管理と節減に努め、営業利益５千６百万円（前年同四

半期比 297.4%）、経常損失３百万円（前年同四半期は経常損失８千７百万円）となりました。また特別損

失として投資有価証券評価損など７億３千１百万円を計上いたしました結果、四半期純損失は７億９千５

百万円（前年同四半期は四半期純損失３億８百万円）となり、誠に遺憾な成績となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①百貨店業

百貨店業におきましては、当社の創業395年を記念し、また長年のご愛顧、ご支援に感謝の意を込めた催

物「おかげさまで395年  マルエイ創業祭」をはじめ、有名タレントの絵画展、人気物産展の２週連続開

催など、売上高の向上と集客力の強化に努めてまいりました。

しかしながら非常に厳しい環境下、売上高は85億６千８百万円（前年同四半期比90.1%）となり、より

一層の経費削減に取り組みましたが、営業損失は１億２千２百万円（前年同四半期は営業損失１億９千

２百万円）となり不本意な結果となりました。

②不動産賃貸業

不動産賃貸業におきましては、不動産市況の低迷が続くなか空室率の改善に鋭意取り組みましたが、売

上高は５億３千７百万円（前年同四半期比90.6％）となり、営業利益は１億９千２百万円（前年同四半

期比81.4％）となりました。

③運送業

運送業におきましては、商業物流への取り組み強化に努め、売上高は２億９千９百万円（前年同四半期

比120.1％）となりましたが、それに伴う費用増加を吸収するまでには至らず、営業損失は６百万円（前

年同四半期は営業損失１千万円）となりました。

④その他の事業

その他の事業におきましては、百貨店店舗内において友の会事業を運営し、前払式証票の発行および取

扱を行っております。営業損失は８百万円（前年同四半期は営業損失１千万円）となりました。

（2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ12億８千１百万円減少し、557億６千２百万円と

なりました。これは流動資産が２億２千５百万円減少し、固定資産が10億４千８百万円減少したことによ

ります。固定資産の減少については、減価償却費等により建物及び構築物が４億２千４百万円、投資有価

証券評価損等により投資有価証券が６億１千９百万円減少したことなどによります。

（負債）

当第１四半期末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ４億７千２百万円減少し、386億６千６百万円

となりました。これは流動負債が４億８千７百万円減少し、固定負債が１千５百万円増加したことにより

ます。流動負債については、一年内返済予定の長期借入金が８億２百万円減少し、短期借入金が２億７千

３百万円増加したことなどによります。

（純資産）

当第１四半期末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ８億９百万円減少し、170億９千６百万円と

なりました。これは利益剰余金が７億９千５百万円減少したことなどによります。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第１四半期末に比べ４億７

千万円減少し、17億１千万円となりました。当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況

は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期に比べ１千８百万円減少し、２億３千１百万円となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純損失が７億３千４百万円、減価償却費２億８千８百万円、投資有

価証券評価損５億２千５百万円等による調整と仕入債務の増加額１億５千８百万円等によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、１千６百万円となりました（前年同四半期は45億１千１百万円の支

出）。これは主に、投資有価証券の売却による収入１億１千７百万円、有形固定資産の取得による支出６

千万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、５億７千万円となりました（前年同四半期は44億９千８百万円の収

入）。これは主に、長期借入れによる収入９億５千万円、長期借入金の返済による支出16億９千８百万円、

社債の償還による支出９千５百万円等によるものであります。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 165,940,000

計 165,940,000

② 【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成22年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年７月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 56,618,88756,618,887
東京、名古屋、
各証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 56,618,88756,618,887― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

転換社債型新株予約権付社債

（平成21年２月27日取締役会決議）

第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成21年３月16日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 35

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 （注５）

新株予約権の行使時の払込金額 （注６）

新株予約権の行使期間 （注７）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

（注８）

新株予約権の行使の条件 （注９）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注10）

代用払込みに関する事項 （注11）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注12）

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,500
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（注１）  本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である。

（注２）  本行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりである。

１  本新株予約権付社債は、株価の下落により、新株予約権の行使時の転換価額が修正され、新株予約権の行使

目的となる株式の数が増加する。

２  本新株予約権付社債の転換価額の修正基準、修正頻度及び転換価額の下限は以下のとおりである。

　 修正基準 　 株式会社東京証券取引所の終値の95％の値が、当初転換価額を下回る場合

　 修正頻度 　 平成25年２月28日の１回

　 転換価額の下限 　 180円（但し、転換価額の調整が行われる場合には、同じ割合で下限値も調整され
る。）

３  本新株予約権付社債の全ての新株予約権が行使された場合に交付すべき株式数の上限は19,444,444株で

あり、当連結会計年度末現在の発行済株式総数に対して34.3％である。

４  本新株予約権付社債の全額の繰上償還を可能とする旨の条項が付されている。

（注３）  当社の株券の売買に関する事項についての本行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取

 り決めはない。

（注４）  本行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての、本行使価額

 修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取り決めはない。

（注５）  本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通株

式を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の払込金

額の総額を転換価額（以下に定義する。）で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り

捨て、現金による調整は行わない。

「転換価額」とは、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項記載の当初金額を指すが、同欄第３項又

は第４項によりこれが修正又は調整される場合には、かかる修正又は調整後の金額をいう。

（注６）１  本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債額は、そ

の払込金額と同額とする。

２  転換価額

転換価額は当初222円とし、本欄第３項又は第４項に従い修正又は調整される。

３  転換価額の修正

平成25年２月28日（同日が終値（気配値を含む。以下同じ。）のない日である場合又は取引日でない場合に

は直前の終値のある取引日を指し、以下「決定日」という。）において、決定日の株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の95％に相当する金額（円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」という。）が本欄第

２項記載の当初の転換価額（但し、本欄第４項による調整を受ける。）を下回っている場合には、転換価額

は決定日の翌日より修正後転換価額とする。但し、かかる算出の結果、修正後転換価額が180円（以下「下限

転換価額」という。但し、本欄第４項による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換

価額とする。

４  転換価額の調整

    (1) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合は、下記の算式（以下「転換価額調整式」という。）

により調整される。

　 　 　 　 　 　 　 交付普通
ｘ

1株当たりの

　 　 　 　 　 既発行
+

株式数 払込金額

　 調整後
＝

 調整前
ｘ

普通株式数 時価 　

　 転換価額  転換価額 　 既発行普通株式数 ＋   交付普通株式数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当てを受け

る権利を与えるための基準日が定められている場合はその日、また、当該基準日が定められていな

い場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から当

該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に、本項第(2)号又は第

(4)号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普

通株式の株式数を加えるものとする。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額

調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に関して増加した

当社普通株式数を含まないものとする。
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    (2) 転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

① 本項第(3)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、当社

の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の転換、交

換若しくは行使による場合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合

調整後の転換価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、又は当社普通株式の

無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株式の無償割当てについ

て、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以

降、これを適用する。

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもっ

て当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は本

項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償

割当ての場合を含む。）

調整後の転換価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の

条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）又は

無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、取得請求権付株式等が発行された時点で、転換、交換又は行使に際して交付

される当社普通株式の対価が確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点

で発行されている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行

使され当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の取得と引換えに本項第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付

する場合

調整後の転換価額は、取得日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）に関して本号④による調整前に本号③又は⑤による転換価額の調整が行わ

れている場合には、(ⅰ)上記交付が行われた後の本項第(3)号③に定める完全希薄化後普通株式

数が、上記交付の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後の転換価額は、超過する

株式数を転換価額調整式の「交付普通株式数」とみなして、転換価額調整式を準用して算出す

るものとし、(ⅱ)上記交付の直前の既発行普通株式数を超えない場合は、本号④の調整は行わな

いものとする。

⑤ 取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本号⑤において「取得価

額等」という。）の下方修正等が行われ（本項第(2)号又は第(4)号と類似の希薄化防止条項に基

づく調整の場合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が、当該修正が行われ

る日（以下「修正日」という。）における本項第(3)号②に定める時価を下回る価額になる場合

(ⅰ) 当該取得請求権付株式等に関し、本号③による転換価額の調整が修正日前に行われていない

場合、調整後の転換価額は、修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが修正日時点の条件

で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本号③の規定を準用し

て算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用する。

(ⅱ) 当該取得請求権付株式等に関し、本号③又は⑤(i)による転換価額の調整が修正日前に行われ

ている場合で、修正日に残存する取得請求権付株式等の全てを修正日時点の条件で転換、交換

又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの本項第(3)号③に定める完全

希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えるときに

は、調整後の転換価額は、当該超過株式数を転換価額調整式の「交付普通株式数」とみなし

て、転換価額調整式を準用して算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用する。なお、

１か月間に複数回の取得価額等の修正が行われる場合には、調整後の転換価額は、当該修正さ

れた取得価額等のうちの最も低いものについて、転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該月の末日の翌日以降、これを適用する。
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⑥ 本号③乃至⑤における対価とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（本号③における新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）

から、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財

産の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金

額をいう。

⑦ 本号①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定

され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認があった

日の翌日以降、これを適用するものとする。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の

承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、

当社普通株式を交付するものとする。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　
(
 調整前

─
 調整後

) ｘ
   調整前転換価額により当該

　 　
株式数 ＝

 転換価額  転換価額    期間内に交付された株式数

　 　 調整後転換価額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、その端数に調整後転換価額を乗じた

金額を返還する。

⑧ 本号①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整後の

転換価額は、本号①乃至⑦の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利についての規

定を準用して算出するものとする。
    (3) ① 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨

      てる。

② 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（但し、本項第(2)号⑦の場合は

基準日）に先立つ45 取引日目に始まる30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

③ 完全希薄化後普通株式数は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済

普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該転換価額の調整以前

に、本項第(2)号又は第(4)号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ

交付されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該転換価額の調整において本項

第(2)号又は第(4)号に基づき「交付普通株式数」に該当するものとみなされることとなる当社普

通株式数を含む。）。

    (4) 本項第(2)号で定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

転換価額の調整を行う。

① 株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の

権利義務の全部又は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済

株式の全部の取得のために転換価額の調整を必要とするとき

② 当社普通株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とするとき

③ その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要

とするとき

④ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき

  ５ 本欄第３項により転換価額の修正が行われるときは、当社は、決定日後速やかに、その旨、修正前の転換価

額、修正後の転換価額、その適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知する。本欄

第４項により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨及びその事由、調整前の

転換価額、調整後の転換価額、その適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知す

る。但し、本欄第４項第(2)号⑦の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないとき

は、適用の日以降速やかにこれを行う。

（注７）  平成24年２月27日から平成26年２月27日までとする。但し、平成24年２月26日以前の時点においても、以下

    に定める条件のいずれかが満たされた場合には、その時点より本新株予約権を行使することができるものと

する。

① 20連続取引日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値が別記

「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項記載の当初の転換価額（但し、別記「新株予約権の

行使時の払込金額」欄第４項による調整を受ける。）の130%を超えた場合

② 当社以外の者により金融商品取引法に基づく当社普通株式の公開買付けが行われた場合
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（注８）１  本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格は当初222円とし、別記「新

株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項によりこれが修正又は調整される場合には、かかる修

正又は調整後の金額とする。

２  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に定

めるところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、これを切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額より増加す

る資本金の額を減じた額とする。

（注９）  当社が「13償還の方法」第２項第(2)号①若しくは②により本社債を繰上償還する場合又は当社が本社債に

つき期限の利益を喪失した場合には、繰上償還に係る償還日又は期限の利益の喪失日以後、本新株予約権を行

使することはできない。新株予約権の一部につきその行使を請求することはできない。

（注10）  本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより本社債又は本新株予約権の一

方のみを譲渡することができない。

（注11）  本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権にかかる本社債とし、当該本社債の価額

は、その払込金額と同額とする。

（注12）  組織再編等が生じた場合の承継会社等による新株予約権の交付

１  組織再編等（「13償還の方法」第２項第(2)号①に定義する。）が生じた場合には、当社は、承継会社等

（「13償還の方法」第２項第(2)号①に定義する。）をして、本新株予約権付社債の社債要項に従って本新

株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付

させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、(ⅰ)その時点で適用のあ

る法律上実行可能であり、(ⅱ)その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能であり、かつ

(ⅲ)当該組織再編等の全体から見て当社が不合理であると判断する費用（租税を含む。）を当社又は承継

会社等が負担せずに実行可能であることを前提条件とする。また、かかる承継及び交付を行う場合、当社は、

承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の金融商品取引所における上場会社であるよう最

善の努力をするものとする。但し、本項に記載の当社の努力義務は、当社が「13償還の方法」第２項第(2)号

①記載の証明書を交付する場合には、適用されない。

２  本欄第１項の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

    (1) 新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の社債権者が保有する本新

株予約権の数と同一の数とする。

    (2) 新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案のうえ、本新株予約権付社債の社債要項を参照して決定するほか、本号(ⅰ)又は(ⅱ)に従

う。なお、転換価額は別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項と同様の修正又は調

整に服する。

(ⅰ) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を

行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会

社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使し

たときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式

以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又はその他の財産の価値を承継会社

等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき

るようにする。

(ⅱ) 本号(ⅰ)以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に本新株予約権付社債の社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編

等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額

を定める。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、承継された本社債の額面金額と同額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合により効力発生日から14日以内の日）から、別記「新株予約権の

行使期間」欄に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。
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    (6) その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。

    (7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

    (8) 組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

    (9) その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

３  当社は、本欄第１項の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場合、

本新株予約権付社債の社債要項の趣旨に従う。

（注13）  償還の方法

１  償還金額
    額面100円につき金100円
ただし、繰上償還の場合は本欄第２項第(2)号①又は②に定める価額による。

２  償還の方法及び期限

    (1) 満期償還

平成26年２月28日（以下「満期償還日」という。）にその総額を額面100円につき金100円で償還する。

    (2) 繰上償還

当社は以下の場合において、満期償還日前に本社債を償還することができる。

① 組織再編等による繰上償還

本新株予約権付社債の発行後、当社につき組織再編等（以下に定義する。）が生じた場合で、かつ、

当社が(a) 別記「組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」欄第１項記載の措置を

講ずることができない場合、又は(b)承継会社等（組織再編等における相手方であって、本新株予

約権付社債に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。以下同じ。）が当該組織再編等の効力発生

日において日本の金融商品取引所における上場会社であることを当社としては想定していない旨

の証明書を当社が本新株予約権付社債の社債権者に対して交付した場合、当社は、本新株予約権付

社債の社債権者に対して10営業日以上前に通知した上で、当該通知において指定した償還日（か

かる償還日は、当該組織再編等の効力発生日までの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部

は不可）を、額面100円につき金100円で繰上償還するものとする。

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）における、(ⅰ)

当社が消滅会社となる合併、(ⅱ)新設分割若しくは吸収分割（本新株予約権付社債に基づく当社

の義務が分割先の会社に移転される場合に限る。）、(ⅲ)当社が他の会社の完全子会社となる株式

交換若しくは株式移転、(ⅳ)資産譲渡（当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売

却若しくは移転で、その条件に従って本新株予約権付社債に基づく当社の義務が相手先に移転さ

れる場合に限る。）又は(ⅴ)その他の日本法上の会社組織再編手続で本新株予約権付社債に基づ

く当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものの承認決議の採択を総称する。

② その他の事由による繰上償還

本新株予約権付社債の発行後、平成21年８月31日までに当社が株式会社新田中（以下「新田中」

という。）の発行済株式全てを取得しない場合には、当社は、本新株予約権付社債の社債権者に対

して10営業日以上前に通知した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は平成21

年９月30日までの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、額面100円につき金

100円で繰上償還するものとする。但し、当社が新田中の発行済株式全てを取得しない旨を開示し

た場合には、平成21年８月30日以前の時点においても、本新株予約権付社債の社債権者に対して10

営業日以上前に通知した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は当該開示を

行った日（当日を含む。）から20営業日までの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不

可）を、額面100円につき金100円で繰上償還するものとする。

    (3) 償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払いは前銀行営業日にこれを繰り上げる。

３  元利金支払事務取扱者（元利金支払場所）
株式会社丸栄  総務部
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　
第４四半期会計期間

(平成21年12月１日から
平成22年２月28日まで)

第１四半期会計期間
(平成22年３月１日から
平成22年５月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等
の数 (個)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付
株式数 (株)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均
行使価額等 (円)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金
調達額 (百万円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における権利行
使された当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等の数の累計 (個)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の交付株式数 (株)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の平均行使価額等 (円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の資金調達額 (百万円)

─ ─

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年３月１日～
─ 56,618,887 ─ 6,462 ─ 3,774

平成22年５月31日

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、株主名簿の記載内容が確認できませんので、大株主の異動は把握して

おりません。

（注）株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成22年４月19日付けで提出された大量保有報

告書（変更報告書）により、平成22年４月12日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けてお

りますが、当社として実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,173 3.84

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 336 0.59

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,633 2.88
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないため、直前の基準日である平成22年２月28日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 455,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 55,140,000 55,140 ─

単元未満株式 普通株式 1,023,887― ─

発行済株式総数 56,618,887― ―

総株主の議決権 ― 55,140 ―

(注)  「単元未満株式数」の欄には、当社所有の自己株式22株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成22年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社 丸  栄

名古屋市中区栄
三丁目３番１号

455,000 ― 455,000 0.80

計 ― 455,000 ― 455,000 0.80

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
３月 ４月 ５月

最高(円) 123 163 154

最低(円) 113 122 106

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場

第一部におけるものであります。

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及

び、当第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年３月

１日から平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レ

ビューを受け、当第１四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び当第１四半

期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,717 2,039

受取手形及び売掛金 1,126 1,042

商品 1,132 1,177

その他 1,239 1,182

貸倒引当金 △149 △149

流動資産合計 5,066 5,291

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 13,144

※1
 13,569

土地 31,875 31,875

その他（純額） ※1
 391

※1
 381

有形固定資産合計 45,411 45,826

無形固定資産

のれん 1,571 1,592

その他 128 129

無形固定資産合計 1,700 1,721

投資その他の資産

投資有価証券 2,913 3,533

その他 595 589

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 3,487 4,100

固定資産合計 50,599 51,648

繰延資産 96 103

資産合計 55,762 57,044

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,174 3,015

短期借入金 5,062 4,788

1年内返済予定の長期借入金 4,266 5,068

1年内償還予定の社債 740 740

未使用商品券等引当金 588 603

その他の引当金 49 60

その他 3,237 3,328

流動負債合計 17,117 17,605

固定負債

社債 5,005 5,100

長期借入金 8,003 7,949

再評価に係る繰延税金負債 4,576 4,542
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

退職給付引当金 598 598

その他 3,365 3,343

固定負債合計 21,548 21,533

負債合計 38,666 39,138

純資産の部

株主資本

資本金 6,462 6,462

資本剰余金 3,774 3,774

利益剰余金 239 1,034

自己株式 △104 △104

株主資本合計 10,371 11,167

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △26 △46

土地再評価差額金 6,751 6,785

評価・換算差額等合計 6,724 6,738

純資産合計 17,096 17,905

負債純資産合計 55,762 57,044

EDINET提出書類

株式会社丸栄(E03022)

四半期報告書

18/29



(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 10,688 9,405

売上原価 8,333 7,442

売上総利益 2,355 1,963

販売費及び一般管理費 ※1
 2,336

※1
 1,906

営業利益 19 56

営業外収益

受取利息 2 1

持分法による投資利益 10 11

売場改装協力金 10 49

その他 14 13

営業外収益合計 39 76

営業外費用

支払利息 92 93

その他 52 42

営業外費用合計 145 136

経常損失（△） △87 △3

特別利益

投資有価証券売却益 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 525

減損損失 － ※2
 184

固定資産除却損 4 19

その他 2 2

特別損失合計 6 731

税金等調整前四半期純損失（△） △92 △734

法人税等 215 60

四半期純損失（△） △308 △795
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △92 △734

減価償却費 301 288

のれん償却額 13 20

減損損失 － 184

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △139 －

受取利息及び受取配当金 △3 △3

支払利息 92 93

持分法による投資損益（△は益） △10 △11

投資有価証券評価損益（△は益） － 525

売上債権の増減額（△は増加） △86 △84

たな卸資産の増減額（△は増加） 30 46

仕入債務の増減額（△は減少） 340 158

その他 △61 △158

小計 383 324

利息及び配当金の受取額 8 11

利息の支払額 △84 △97

法人税等の支払額 △57 △6

営業活動によるキャッシュ・フロー 249 231

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 105 －

投資有価証券の売却による収入 － 117

有形固定資産の取得による支出 △96 △60

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△4,506 －

その他 △14 △41

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,511 16

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 218 273

長期借入れによる収入 2,300 950

長期借入金の返済による支出 △1,473 △1,698

社債の発行による収入 3,712 －

社債の償還による支出 △100 △95

配当金の支払額 △156 △0

その他 △2 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,498 △570

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 235 △322

現金及び現金同等物の期首残高 1,944 2,032

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,180

※1
 1,710
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

  前第１四半期連結累計期間において特別損失「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価

損」（前第１四半期連結累計期間１百万円）は、特別損失総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計

期間より区分掲記しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  前第１四半期連結累計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「投資有価証券評価損益（△は益）」（前第１四半期連結累計期間１百万円）は重要性が増加した

ため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。

  また、前第１四半期連結累計期間において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示

しておりました「投資有価証券の売却による収入」（前第１四半期連結累計期間３百万円）についても重要性

が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。

 

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２  棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定しております。

３  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出しておりま

す。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算しております。なお、

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成22年５月31日） （平成22年２月28日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額 ※１  有形固定資産の減価償却累計額

　 22,098百万円　 21,828百万円

　 　 　 　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自  平成21年３月１日  至  平成21年５月31日） （自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日）

※1  販売費及び一般管理費の主なもの ※1  販売費及び一般管理費の主なもの

　 　 　 　

役員報酬及び従業員給料手当 936百万円役員報酬及び従業員給料手当 749百万円

退職給付費用 47百万円退職給付費用 40百万円

賞与引当金繰入額 38百万円のれん償却額 20百万円

のれん償却額 13百万円　 　

　 ※２  減損損失

  当社グループは、事業用資産については管理会計上
の区分で、賃貸資産及び遊休資産については個別物件
単位でグルーピングし減損の兆候を判定しております
が、下記資産については、出店契約の解除申し入れに伴
い、個別物件単位にグルーピングを変更いたしました。
  なお、当該資産については、除却する見込みとなった
ため、回収可能価額をゼロとして帳簿価額全額を減損
しております。

　 用途 会社及び場所 種類
金額

（百万円）

　 事業用資産
㈱丸栄

名古屋市中区

スカイル８階部分

建物及び構築物 184

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自  平成21年３月１日  至  平成21年５月31日） （自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日）

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,442百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △261  〃

現金及び現金同等物 2,180百万円
 

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金 1,717百万円

　 預金期間が３か月超の定期預金 △7  〃

　 現金及び現金同等物 1,710百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１

日  至  平成22年５月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 56,618,887

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 459,278

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

該当事項はありません。

  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

(リース取引関係)

リース取引開始日が、リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会

計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載し

ておりません。

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年３月１日  至  平成21年５月31日)

　
百貨店業
(百万円)

不動産
賃貸業
(百万円)

運送業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

    売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

9,512 593 249 333 10,688 ─ 10,688

  (2) セグメント間
      の内部売上高
      又は振替高

0 42 167 33 243 (243) ─

計 9,512 635 416 367 10,932 (243) 10,688

    営業利益又は
    営業損失(△)

△192 236 △10 △10 22 (3) 19

(注)  １  事業区分は日本標準産業分類によっております。

      ２  その他の事業の内容は、飲食業等であります。

      ３  当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号  平成18年７

月５日公表分）を適用しております。

  これにより、従来の方法によった場合と比べ、営業損失が「百貨店業」において２百万円増加しておりま

す。

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

　
百貨店業
(百万円)

不動産
賃貸業
(百万円)

運送業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

    売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,568 537 299 ─ 9,405 ─ 9,405

  (2) セグメント間
      の内部売上高
      又は振替高

0 38 179 19 238 (238) ─

計 8,569 576 478 19 9,644 (238) 9,405

    営業利益又は
    営業損失(△)

△122 192 △6 △8 55 1 56

(注)  １  事業区分は日本標準産業分類によっております。

      ２  当第１四半期連結会計期間からその他の事業の内容は、前払式特定取引業（友の会事業）のみとなっており

ます。これは、その他の事業において飲食業を営んでおりました連結子会社を、株式売却により前連結会計年

度末において連結の範囲から除外したことによるものであります。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年３月１日  至  平成21年５月31日)

当連結企業集団には、在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

当連結企業集団には、在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はありません。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年３月１日  至  平成21年５月31日)

国内売上のみのため該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

国内売上のみのため該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末
(平成22年２月28日)

　 　

　 304.42円
　

　 　

　 318.81円
　

２  １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年３月１日
  至  平成21年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
  至  平成22年５月31日)

１株当たり四半期純損失 5.49円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

　 1株当たり四半期純損失 14.16円

　 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 ─
　

(注)  １.  前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

  ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２.  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年３月１日
  至  平成21年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
  至  平成22年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 308 795

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 308 795

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 56,176 56,161

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

第３回無担保転換社債型
新株予約権付社債(券面
総額3,500百万円）。
なお、概要は「第４提出
会社の状況、１株式等の
状況、（２）新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。
 

     ──────
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

「早期退職特別優遇支援措置」の実施に伴う損失の計上

  当社は、平成22年４月13日開催の取締役会において決議した「早期退職特別優遇支援措置」の実施
にあたり募集を行った結果、120名の応募がありました。これに伴う特別加算金及び再就職支援に係る
費用等は現在算定中であり、第２四半期連結会計期間において特別損失として計上する予定でありま
す。

（1）「早期退職特別優遇支援措置」の概要

　 ①対象者 　 35才から60才までの社員及び出向者

　 ②募集人員 　 150名程度

　 ③募集期間 　 平成22年６月３日～６月９日

　 ④退職日 　 平成22年７月31日

　
⑤優遇措置 　 通常の退職金に特別加算金を上乗せ

支給。また、希望者に対しては再就
職支援を行ないます。

（2） 募集結果

　
応募者数

　
120名

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社丸栄(E03022)

四半期報告書

26/29



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年７月14日

株式会社丸栄

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柴　　山　　昭　　三

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　楠　　元　　　　　宏

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社丸栄の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平成21

年３月１日から平成21年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸栄及び連結子会社の平成21年５月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年７月12日

株式会社丸栄

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柴　　山　　昭　　三

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　楠　　元　　　　　宏

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社丸栄の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22

年３月１日から平成22年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸栄及び連結子会社の平成22年5月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は「早期退職特別優遇支援措置」の実施にあたり募集を

行った結果、120名の応募があった。これに伴う特別加算金及び再就職支援に係る費用等は現在算定中であり、

第２四半期連結会計期間において特別損失として計上する予定である。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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